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序     文 
 

ザンビア共和国は南部アフリカ地域に位置し、75万平方キロの国土に、１千万人の人々が住んでい

ます。周辺国と比して人口の都市化が進んでおり、都市人口比率は緩やかな減少傾向にあるものの、

2000 年で 36％に達しています。特に、首都ルサカ市及び周辺地域における人口集中は著しく、全人口

の１～２割が同地域に居住していると言われています。その結果、都市貧困層が集まる未計画居住区

（コンパウンド）を中心に、環境衛生の悪化が深刻化しています。高い人口密度、劣悪な環境衛生、

健康リスクの高い行動様式、不安定かつ弱い地域社会の結びつき、貨幣経済への高い依存等に特徴付

けられる都市貧困層の健康は、経済の停滞、HIV/AIDSの流行、その他感染症の突発的流行等の外的な

変化に対して、極めて脆弱です。 

日本国政府は、ザンビア共和国政府からの要請に基づき、ルサカ市に居住する貧困層、なかでも特

に脆弱な５歳未満の子供たちの持続的な健康改善を、住民参加型の保健活動の強化を通じて達成する

ことを目的に、ルサカ市プライマリーヘルスケアプロジェクトの実施を決定し、独立行政法人国際協

力機構（当時は国際協力事業団）が、第１フェーズとして平成９年３月 17 日から平成 14 年３月 16

日まで技術協力を行いました。同プロジェクトの成果を、ルサカ市内のより多くの子供たちに普及す

ることを目的として、平成 14 年７月 15 日には新たにルサカ市プライマリーヘルスケアプロジェクト

（フェーズ２）が、平成 19 年７月 14 日までの５年間の技術協力案件として開始され、同じく独立行

政法人国際協力機構がその実施の任にあたっています。 

当機構は、プロジェクトの中間時点にあたって、これまでの実績（投入・活動実績、成果・目標達

成度等）を確認するとともに、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の

観点から分析を行い、提言・教訓を取りまとめ、今後のプロジェクト運営の更なる改善を図ることを

目的として、平成 17 年２月 26日から３月 21日まで、国際医療福祉大学国際部長・大学院教授の梅内

拓生氏を団長とする中間評価調査団をザンビア共和国に派遣しました。 

この報告書は、同調査団による調査結果及びザンビア共和国側プロジェクト関係者との協議結果を

取りまとめたものであり、今後の技術協力事業を効果的かつ効率的に実施していくための参考として、

活用されることを願うものです。 

終わりに、この調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
 

平成 17 年７月 

 

独立行政法人国際協力機構   
 

人間開発部長 末森 満  
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中間評価調査結果要約表 
 

 １. 案件の概要 

国名：ザンビア共和国 案件名：ルサカ市プライマリーヘルスケアプロジェ

クト（フェーズ２） 

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部保健行政チーム 協力金額（評価時点）：364 百万円（2002-04 年度）

(R/D)：2002 年７月 15日 

～2007 年７月 14 日 

先方関係機関：ルサカ地区保健管理チーム（Lusaka 

District Health Management Team：LDHMT） 

(延長)：該当せず 日本側協力機関：国際医療福祉大学、特定非営利活

動法人アムダ、新潟大学 

 

 

協力期間 

(F/U)：該当せず 他の関連協力： 

（無償資金協力） 

・都市給水計画 

・ルサカ市未計画居住区住環境改善計画 

（技術協力プロジェクト） 

・エイズ及び結核対策プロジェクト 

（青年海外協力隊） 

・村落開発普及員等 

 １－１ 協力の背景と概要 

  (1) ザンビアは南部アフリカ地域に位置し、753 千平方キロの国土に、9.9 百万人（2000 年）の

人口を擁する。周辺国と比して人口の都市化が進んでおり、都市人口比率は逓減傾向にあるも

のの、2000 年で 36％の高水準である。特に、首都ルサカ市及び周辺地域における人口集中は著

しく、総人口の１～２割が同地域に居住している。その結果、都市貧困層が集まる未計画居住

区（コンパウンド）を中心に、環境衛生の悪化が深刻化している。高い人口密度、劣悪な環境

衛生、健康リスクの高い行動様式、不安定かつ弱い地域社会の結びつき、貨幣経済への高い依

存等に特徴付けられる都市貧困層の健康は、経済の停滞、HIV/AIDS の流行、その他感染症の突

発的流行等の外的な変化に対して、農村部貧困層以上に脆弱である。実際、1980 年代から 1990

年代にかけて子供の死亡率の上昇を経験した際、絶対水準では農村部が一貫して都市部を上回

っていたものの、都市部における上昇率は農村部のそれを上回っていた。 

 

  (2) このような状況下実施された「ルサカ市プライマリーヘルスケアプロジェクト（協力期間：

1997.３.17-2002.３.16）」では、ルサカ市の未計画居住区の一つであるジョージ地区において、

健康ボランティアを主体とする子供の成長促進活動と、住民参加型環境衛生改善活動を組み合

わせ、都市貧困層を対象とするコミュニティ主体のプライマリーヘルスケア・モデルを確立し、

その結果、ヘルスセンターの混雑緩和、予防接種率の向上、低体重児比率の減少、コレラによ

る死亡数の減少等、多くの成果が得られた。ザンビア政府は、この成果を受け、活動を他地区

にも拡大する新規プロジェクトの実施を日本政府に要請し、調査の結果、日本政府は、ジョー

ジ地区に加え、カニャマ、ムテンデレ、チパタ、チャワマ、ンゴンベの各未計画居住区を対象

とし、同様のアプローチによって５歳未満児の健康改善を目指す５年間のプロジェクト「ルサ

カ市プライマリーヘルスケアプロジェクト（フェーズ２）」を、2002 年７月 15日に開始した。

 

 

 

 



 

 １－２ 協力内容 

  (1) 上位目標 

 効果的かつ持続的なコミュニティをベースとする保健活動の拡大により、ルサカ市の５歳未

満児の健康状態が改善される 

 

  (2) プロジェクト目標 

 効果的かつ持続的なコミュニティをベースとする保健活動の確立により、選ばれたヘルスセ

ンター管轄地域の５歳未満児の健康状態が改善される 

 

  (3) 成果 

   1) コミュニティをベースとした子供の成長促進活動が強化される 

   2) コミュニティをベースとした環境衛生活動が改善される 

   3) ５歳未満児向けのコミュニティ･リファーラル･サービスが強化される 

   4) コミュニティをベースとした保健活動を支援するために、LDHMT とヘルスセンターの計

画・財務能力が強化される 

   5) コミュニティをベースとした保健活動の持続性を確保するために、住民組織の管理能力が

強化される 

 

  (4) 投入（プロジェクト開始時から評価時点まで） 

   1) 日本側： 

     長期専門家派遣 ６名 機材供与      24.5 百万円 

     短期専門家派遣 12 名 ローカルコスト負担 56.8 百万円 

     研修員受入れ  16 名 

   2) 相手国側： 

     カウンターパート配置 50 名 機材購入 有り（金額不明） 

     土地・施設提供 施設建設時の土地提供 ローカルコスト負担 有り（金額不明） 

 

 ２. 評価調査団の概要 

 調査者 （担当分野：氏名  職位） 

梅内 拓生 総  括 国際医療福祉大学国際部長／大学院教授（2005.３.12-21） 

鈴木  宏 公衆衛生 新潟大学大学院教授医歯学総合研究科国際感染医学講座公衆衛

生学分野（2005.３.12-21） 

瀧澤 郁雄 評価計画 JICA 人間開発部保健行政チーム職員（2005.３.６-21） 

畔上 尚也 評価分析 アイ・シー・ネット（株）（2005.２.26-３.21） 

 調査期間  2005 年２月 26 日～2005 年３月 21 日 評価種類：中間評価 



 

 
 ３. 評価結果の概要 

 ３－１ 実績の確認 

※ベースライン値及び中間実績値は、各保健所からの報告（HMIS： Health Management Information 

System）データによる。終了時目標値は、ワークショップを通じて地区ごとに制定された値の平均値。 

 

※ベースライン値及び中間実績値は、５歳未満児を有する家庭（各地区 500 世帯）を対象にプロジェクト

が実施したサンプル調査（2002 年２～３月及び 2004 年 10 月）による。ただし、標準成長曲線下限を下

回る５歳未満児の比率のみ、各保健所からの報告（HMIS）データによる。 

※終了時目標値は、ワークショップを通じて地区ごとに制定された値の平均値。 

※▲は、改善が見られなかった（悪化した）指標を示す。 

 

 

 

効果（目標達成度）指標 ベースライン（2002） 中間実績 

（2004） 

終了時目標（2006）

(改定前の目標値)

５歳未満児における下痢

症(非血性)罹患率（対千） 

682.2 349.9 218.2 

（189.4） 

５歳未満児における下痢

症（血性）罹患率（対千） 

25.9 14.1 9.5 

（N/A） 

５歳未満児における麻疹

罹患率（対千） 

18.2 1.4 0.6 

（7.1） 

５歳未満の栄養不良児比

率（対千） 

72.4 32.8 24.0 

（40.8） 
  

成果指標（成果１） ベースライン（2002） 中間実績 

（2004） 

終了時目標（2006）

(改定前の目標値)

標準成長曲線下限を下回

る（低体重）５歳未満児の

比率（％） 

14.8 12.3 9.3 

（11.1） 

12～23 か月児における調

査時点までの予防接種完

了率（％） 

71.2 63.8▲ 79.0 

（86.5） 

５歳未満児における満１

歳までの予防接種完了率

（％） 

58.9 56.0▲ 79.2 

（78.8） 

５歳未満児における満 24

か月までの体重測定参加

平均回数 

14.6 15.6 19.2 

（20.0） 

満６か月以降に母乳以外

の離乳食を与えた５歳未

満児養育者比率（％） 

49.9 56.6 67.4 

（63.6） 

栄養不良予防の適切な知

識を持つ５歳未満児養育

者の割合（％） 

32.4 42.1 53.6 

（53.2） 

下痢症予防の適切な知識

を持つ５歳未満児養育者

の割合（％） 

46.2 34.8▲ 51.6 

（63.2） 

  



 

 

※ベースライン値及び中間実績値は、５歳未満児を有する家庭（各地区 500 世帯）を対象にプロジェクト

が実施したサンプル調査（2002 年２～３月及び 2004 年 10 月）による。 

※終了時目標値は、ワークショップを通じて地区ごとに制定された値の平均値。 

 

※ベースライン値及び中間実績値は、５歳未満児を有する家庭（各地区 500 世帯）を対象にプロジェクト

が実施したサンプル調査（2002 年２～３月及び 2004 年 10 月）による。 

※終了時目標値は、ワークショップを通じて地区ごとに制定された値の平均値。 

 

成果指標（成果２） ベースライン（2002） 中間実績 終了時目標（2006）

成果指標（成果３） ベースライン（2002） 中間実績 

（2004） 

終了時目標（2006）

(改定前の目標値)

危険な症状を認識した際、

直ちに保健医療施設へ子

供を連れて行く５歳未満

児養育者の割合（％） 

35.3 44.4 64.0 

（49.9） 

  

成果指標（成果２） ベースライン（2002） 中間実績 

（2004） 

終了時目標（2006）

(改定前の目標値)

安全な水へのアクセスを

持つ世帯の割合（％） 

85.7 86.2 90.9 

（90.0） 

飲料水を、煮沸・塩素消毒

により安全にする世帯の

割合（％） 

72.3 86.2 84.0 

（84.0） 

汚染を防ぐため飲料水を

適切に保管する世帯の割

合（％） 

47.3 53.8 64.8 

（64.8） 

ごみを適切に廃棄する（ご

み収集箱等）世帯の割合

（％） 

63.1 64.3 72.8 

（72.8） 

適切な手洗い（石鹸・流水

の使用）を励行する世帯の

割合（％） 

13.6 28.7 40.8 

（28.1） 

トイレを使う世帯の割合

（％） 

86.7 88.2 91.6 

（90.8） 
    
※ベースライン値及び中間実績値は、５歳未満児を有する家庭（各地区 500 世帯）を対象にプロジェクト

が実施したサンプル調査（2002 年２～３月及び 2004 年 10 月）による。 

※終了時目標値は、ワークショップを通じて地区ごとに制定された値の平均値。 

 

成果指標（成果３） ベースライン（2002） 中間実績 

（2004） 

終了時目標（2006）

(改定前の目標値)

危険な症状を認識した際、

直ちに保健医療施設へ子

供を連れて行く５歳未満

児養育者の割合（％） 

35.3 44.4 64.0 

（49.9） 

    
※ベースライン値及び中間実績値は、５歳未満児を有する家庭（各地区 500 世帯）を対象にプロジェクト

が実施したサンプル調査（2002 年２～３月及び 2004 年 10 月）による。 

※終了時目標値は、ワークショップを通じて地区ごとに制定された値の平均値。 

 



 

※今回の PDM 改訂に併せて新たに制定。 

※LDHMT 及び各ヘルスセンターにより作成される関連資料により確認する。 

 

※LDHMT、各ヘルスセンター及び各コミュニティ・バスケットファンド委員会により作成される関連資料

により確認する。 

※▲は、改善が見られなかった指標を示す。ジョージ地区の有料公衆トイレ及び製粉機は、既に収益を上

げているが、そのコミュニティ・バスケットファンド委員会への移管はこれからである。 

 

 

 

 

 

 

    

成果指標（成果４） ベースライン（2002） 中間実績 

（2004） 

終了時目標（2006）

(改定前の目標値)

LDHMT が作成する年間優

先活動計画における GMP+

と PHAST への予算配分の

有無 

N/A 2005 年の優

先活動計画

では予算配

分有り。 

2005 年以降、毎年

の優先活動計画に

おいて予算配分が

なされる。 

対象ヘルスセンターが計

画した GMP+及び PHAST

に関連する年間総活動予

算額のうち LDHMTにより

配分された予算額の割合

（％） 

N/A 確認中 今後制定 

対象ヘルスセンターが計

画した GMP+及び PHAST

に関連する年間総活動数

のうち LDHMTにより配分

された活動数の割合（％） 

N/A 確認中 今後制定 

対象ヘルスセンターが計

画した GMP+及び PHAST

に関連する年間総活動数

のうち実施された活動数

の割合（％） 

N/A 確認中 今後制定 

  

成果指標（成果５） ベースライン（2002） 中間実績 

（2004） 

終了時目標（2006）

(改定前の目標値)

健康ボランティア（コミュ

ニティヘルスワーカー、栄

養普及員）の中途脱退率

（％） 

37.7 

 

24.0 18.0 

（19.2） 

コミュニティ･バスケット

ファンド委員会に監督さ

れ、利益を生み出している

収入創出活動の総数 

0 0▲ 12 

  



 

 

コンパウンド 新たに養成された CHW 数 

 2003 年 2004 年 合計 

チャワマ 24 23 47 

チパタ - 25 25 

ジョージ 23 - 23 

カニャマ 23 - 23 

ムテンデレ  - 23 23 

ンゴンベ 24 - 24 

合計 94 71 165 
    

 

コンパウンド 新たに養成された NP 数 

 2003 年 2004 年 合計 

チャワマ - 23 23 

チパタ - 24 24 

ジョージ 27 - 27 

カニャマ 27 - 27 

ムテンデレ  - 27 27 

ンゴンベ 25 - 25 

合計 79 74 153 
    

 

コンパウンド PHAST ワークショップ実施状況 

 参加者数 実施年月 

チャワマ 30 2004/11 

チパタ 30 2005/1 

ジョージ - - 

カニャマ 30 2004/2 

ムテンデレ  30 2004/12 

ンゴンベ 34 2003/12 

合計 154 - 
   

 

コンパウンド PHAST 手法により特定された優先活動 

チャワマ VIP トイレ(10)、排水溝(400m)、固形廃棄物処理、水供給 

チパタ VIP トイレ(10)、固形廃棄物処理、排水溝(500m)、防虫・駆虫 

ジョージ VIP トイレ(30)、防虫・駆虫、有料公衆トイレ、固形廃棄物処理 

カニャマ VIP トイレ(19)、防虫・駆虫、固形廃棄物処理 

ムテンデレ  VIP トイレ(10)、排水溝、固形廃棄物処理 

ンゴンベ VIP トイレ(10)、排水溝(400m)、固形廃棄物処理、防虫・駆虫 
  
※ジョージ地区の 30 のトイレ及び有料公衆トイレは、フェーズ１期間中に設置されたもの。同地

区では、日本大使館草の根無償資金で、さらに 50 基の VIP トイレがフェーズ２期間中に建設さ

れている。チャワマ地区、チパタ地区でも有料公衆トイレが建設されている、または建設予定で

あるが、優先環境衛生活動としてよりもむしろ所得創出活動の一環と位置づけられている。 

 

 

 



 

 ３－２ 評価結果の要約 

  (1) 妥当性 

   1) 対象人口（都市貧困層の５歳未満児）の健康ニーズとの合致、ザンビア政府及びルサカ地

区保健管理チーム（LDHMT）の政策的優先課題との合致、プロジェクト・デザインの的確性、

日本政府の対ザンビア援助政策との合致のいずれの観点からも、概ね妥当であると判断され

る。 

   2) 「住民ボランティアを主体とするコミュニティベースの包括的子供の成長促進活動

（GMP+）」と、「住民参加型環境衛生改善活動（PHAST）」を組み合わせたアプローチは、都

市貧困層を対象とするプライマリーヘルスケアの実践例として、モデル性は高い。 

 

  (2) 有効性 

   1) プロジェクト目標である５歳未満児の健康改善に関して、大きな前進が確認された。プロ

ジェクト対象地域における５歳未満児の下痢症（血性・非血性）罹患率、栄養不良児の比率

に関しては、2002 年から 2004 年にかけて約 50％の低下が見られ、麻疹の罹患率については

90％以上の低下が見られた。 

   2) 下痢症罹患率及び低体重児比率の低下については、飲料水の煮沸・塩素消毒の普及・手洗

いの励行等、プロジェクト活動を通じた家庭レベルでの行動変容が下痢症罹患率の低下に貢

献し、下痢症罹患率の低下が低体重児比率の低下につながったものと判断される。 

   3) 麻疹の劇的な低下については、2003 年７月に政府が実施した全国予防接種キャンペーンに

よる予防接種率の一時的な上昇が直接的な要因であると見られるが、ルサカ地区においては、

GMP+により確立されたコミュニティレベルの組織体制が、同キャンペーンのより効果的な

実施を可能にし、間接的に貢献したと判断される。 

   4) コミュニティレベルの活動（GMP+、PHAST を通じた行動変容）のパフォーマンスが向上

するにつれ、行政側の問題（予防接種率の低下等）が却って際立つ傾向が見られる。 

 

  (3) 効率性 

   1) プロジェクトによる投入及び活動は、概ね効率的にプロジェクト成果の実現及びプロジェ

クト目標の達成に貢献しているものと判断される。 

・カウンターパート機関である LDHMT 及びヘルスセンター職員の能力向上により、彼等主

体による活動運営（ボランティア養成研修の企画・実施等）が可能になってきている。 

・ルサカ地区では、多くのドナーによる支援が行われているが、それらとの協調・役割分担

も図られている。具体例では、ルサカ地区の未計画居住区を対象に本プロジェクトと類似

の活動を展開する NGO（CARE）とは、プロジェクトが設立を支援した「子供の健康タス

クフォース」等の場を通じて効率的な役割分担がなされた。 

・ボランティア（Community Health Worker：CHW 及び Nutrition Promoter：NP）に関して

は、選定条件を明確にしたことが、脱退率の低下（コミュニティ活動の定着）に一部貢献

しているものと思われる。 

・コミュニティ活動を支援するための LDHMT 及びヘルスセンターの能力向上の一環として実

施された各種保健情報の整備や、戦略計画の策定、職場改善運動（5S）の導入は、LDHMT

及びヘルスセンターの全体的なマネジメントの効率性改善に貢献しているものと思われ

る。 

   2) 他方、LDHMT 及びヘルスセンターにおける人材不足及び活動予算の不足は、コミュニテ

ィにおける活動の効率的実施の妨げとなっている。 

 

 

 



 

・コミュニティでの GMP+開催時にはヘルスセンター職員が参加し、巡回指導を行うとともに

予防接種を提供することとされているが、ヘルスセンターにおける人員不足から参加の遅れ

や欠席につながり、GMP+への参加者の増加が、予防接種率の改善に結びついていない。ま

た、ワクチンの損失を防ぐため、10 人以上の子供が揃わないとバイアルを開けてはならな

い（特に、比較的高価な DTP-Hib）とする政府のガイドラインが、接種率の低下につなが

っているとの指摘もあった。 

・ボランティア養成研修費用の不足や、GMP+巡回指導費用（ヘルスセンター職員への日当）

の不足が、GMP+の開催場所増加の制約要因となっており、参加者が増加するにつれ１箇所

当たりの開催時間が長時間化し、それがボランティアからの不満（金銭的インセンティブの

要求）の大きな原因の一つとなっている。 

 

  (4) インパクト 

   1) プロジェクトにより開始された活動は、LDHMT の独自予算等によりプロジェクト対象地

域以外にも拡大されており、プロジェクト上位目標の達成につながっていくことが期待され

る。 

・栄養普及員（NP）の養成に関してはプロジェクト対象外の５地区で、環境衛生技師（EHT）

を対象とする PHAST 研修については LDHMT が管轄するすべてのヘルスセンターに対し

て、それぞれ実施されており、GMP+についてはプロジェクト対象外の３地区で導入され

ている。 

・PHAST については、中央保健総局（CBoH）により国家政策に取り込まれ、プロジェクト

で整備したマニュアルを用いた指導員研修が、UNICEF の支援により他の州でも実施され

ている。 

・2003 年 12 月から 2004 年２月にかけてのコレラ流行時にプロジェクトが支援した疫学調査

及び対策活動の経験を基に、コレラ予防・対策委員会が設置され、包括的コレラ予防・対

策ガイドラインのドラフトが作成されている。 

 

  (5) 自立発展性 

   1) プロジェクト活動の主な部分がボランティアにより支えられているため、自立発展性の確

保については、プロジェクトにおいても特に注意が払われてきた部分であり、コミュニティ

レベル（所得創出活動を通じて得た収入によるコミュニティ・バスケットファンドの創出）

と行政レベル（LDHMT 活動計画の中での明確な優先付け、計画に基づく予算措置）双方で

の仕組みづくりに取り組んでいるが、具体的成果の発現はこれからである。 

   2) コミュニティレベルにおける活動の定着度は高く、GMP+への参加者や、PHAST に基づく

環境衛生改善活動は、対象地域において着実に拡大しつつある。LDHMT 及びヘルスセンタ

ー職員の能力向上も顕著であり、ボランティア養成研修等、彼等が主体となって実施できる

までになっており、技術的な自立発展性は既にある程度確保されているものと判断される。

また、PHAST については、CBoH 主導により既に他州へも展開されつつある。 

   3) 他方、LDHMT 及びヘルスセンターにおける人材不足及び活動予算の不足は、対象地域内

における自立発展性に対する最大のリスクとなっている。 

・LDHMT では必要とされる専門職定員 1,484 名中、1,198 名が充足されているに過ぎない。

特に、医師、準医師、看護師、助産師等、地域保健の中核となる職種において実員と定員

の乖離は大きく、昨年一年間では、平均して月６名の看護師が退職している。その最大の

原因は、海外への人材流出である。コミュニティレベルの活動が継続し、子供の健康改善

にまで結びつくためには、LDHMT 及びヘルスセンターによる技術指導・支援が不可欠で

あり、それを担う人材の不足は深刻な課題であるが、短期的には改善の見通しはない。 

 



 

・LDHMT の歳入規模は、中央政府から配布される人件費及び基礎的医薬品にかかる経費を

除くと、年間 114.7 億クワチャ（2002 年。約 2.6 億円）であり、うち 84％をドナーから提

供されるディストリクト・バスケット・ファンドからの資金に依存している。プロジェク

ト活動の自立発展性確保のためには、コミュニティレベルで活動を支えるボランティアへ

の金銭的なインセンティブの付与（その妥当性については、継続検討要）、脱退者を補充す

るための定期的ボランティア養成研修の開催、GMP+に対する活動支援・モニタリングの

ためのヘルスセンター職員への日当支給、GMP+に必要となる消耗品類及び機材類の補充、

PHAST ワークショップの開催、PHAST に基づく環境衛生改善活動展開のための資材補助

等に必要な経常経費を、LDHMT が自らの予算制約の中から確保していく必要がある。必

要経費は決して過大なものではないが、その実現可能性については不安が残る。 

 

 ３－３ 効果発現に貢献した要因 

  (1) 計画内容に関すること 

   1) フェーズ１の結果を踏まえ、受益者（都市貧困層）のニーズを的確に捉えた明確な戦略

（GMP+と PHAST の組み合わせ）をプロジェクトの中心に置いたこと。 

   2) 住民ボランティア、住民組織等、コミュニティの活力を引き出すアプローチを採用し、か

つ行政によるサポートを得ることで自立発展性の確保にも配慮したこと。 

 

  (2) 実施プロセスに関すること 

   1) 現地の事情に詳しく、コミュニティレベルでの活動経験豊富な専門家を投入したこと。加

えて、フェーズ１からの協力により、C/P 側の能力向上が見られ、活動の一部については C/P

主体によるオペレーションが可能となったこと。 

   2) 合同調整委員会の他に、ステアリング委員会、ステークホルダー会議、タスクフォース会

議等、中央政府を含む広範な関係者がプロジェクト運営に関わるメカニズムを構築し、有効

活用したこと。 

   3) プロジェクト目標及び成果ごとに具体的かつ収集可能なモニタリング指標を設定し、デー

タ収集のためのサンプル調査をプロジェクト活動に組み込み、達成度や問題点の客観的な把

握を可能としたこと。 

 

 ３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

  (1) 計画内容に関すること 

 他ドナーの支援により養成されたものと合わせ、同一コミュニティの中に、役割や待遇の異

なる様々な住民ボランティアが混在し、ボランティア側の不満の原因になるとともに、それぞ

れの住民組織間の調整が複雑になってきていること。 

 

  (2) 実施プロセスに関すること 

 LDHMT の予算及び人員の不足から、コミュニティ活動に対する行政側からの支援が必ずし

も十分になされていないこと。 

 

 ３－５ 結 論 

 プロジェクトは概ね順調に実施され、一部については期待以上の成果をあげている。特に大き

な成果をあげているのは、住民ボランティアを主体とするコミュニティレベルでの活動（GMP+

及び PHAST を通じた行動変容）である。他方、コミュニティレベルの活動で成果があがるにつ

れ、行政側の問題（予防接種率の低下等）が却って際立つ傾向が見られる。プロジェクト成果の

自立発展性確保のためには、行政側の一層の強化（計画立案、予算措置、人材確保等）が求めら

れるとともに、コミュニティにおける更なる創意工夫（GMP+の効率化、コミュニティファンド

の創設等）が必要である。 



 

 ３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

  (1) 主としてザンビア側に対する提言は以下のとおり。 

   1) LDHMT 及びヘルスセンターにおける必要人員の確保にかかる取り組みの強化 

   2) ボランティアに対するインセンティブ付与にかかる取り組みの強化 

   3) GMP+開催・運営の効率性改善にかかる取り組みの強化 

   4) コミュニティ活動（GMP+及び PHAST）継続のための資金協力確保にかかる取り組みの開

始 

   5) 環境衛生改善活動（ごみ処理）にかかるルサカ市役所との調整 

 

  (2) 主として JICA 側に対する提言は以下のとおり。 

・コミュニティ活動の持続性確保を支援するための投入（収入創出活動支援、環境衛生活動

支援の各専門家の投入） 

 なお、ザンビア側からは、特に必要人員の確保（人件費及び人材養成費の工面）について、

政府としても最大限の努力をしているが、政府の努力だけでは改善が困難であるところ、他ド

ナーが既に開始しているように、JICA 及び日本政府からも何らかの支援が得られないか、引き

続き対話を続けたいとのコメントがあった。 

 

 ３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運

営管理に参考となる事柄） 

  (1) 住民ボランティアを主体とするコミュニティ・ベースの活動と、それら活動への行政による

支援を組み合わせたアプローチは、特に行政側の人的資源、その他資源に制約が大きい状況下

において、有効性が高い。一般的にコミュニティ意識・社会的ネットワークが希薄な、都市貧

困層においても、コミュニティ・ベースの活動を普及・定着させていくことは、十分可能であ

る。 

 

  (2) 外部資源への依存度が極めて高い状況下においては、プロジェクト成果の持続性確保のため、

バスケットファンド等、他ドナー資源の積極的活用も念頭に置く必要がある。 

 

  (3) 都市貧困層における「地域社会としての価値観創生（community value development）」を軸

とする開発のあり方は、他分野にも応用可能である。 

 

 ３－８ フォローアップ状況 

該当せず。 
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写真１ 

コミュニティ・ベースの子供の成長促進活動

（GMP+）。プロジェクトが養成した住民ボラ

ンティアである、コミュニティ・ヘルス・ワ

ーカー（CHW）、栄養普及員（NP）を中心に

実施される。 

 

 

 

写真２ 

栄養不良児に対する栄養カウンセリング。プ

ロジェクトが開発した教材を用いて実施。

GMP+による定期検診と検診後のフォローア

ップは、低体重児を含む栄養不良児の削減に

繋がっている。 

 

 

 

写真３ 

住民参加型環境衛生改善活動（PHAST）によ

る排水溝の整備。住民組織の発案に基づき計

画され、労働もコミュニティが負担。プロジ

ェクトは、導入時のトレーニングと資材の提

供・活動全体のモニタリングを通じて支援。 

 

 

 

写真４ 

住民参加型環境衛生改善活動（PHAST）によ

るごみ収集。ごみ収集に関しては、自治体（ル

サカ市役所）との協力も図られている。 



 

 
 

 
 

 
 

 

 

写真５ 

質的改善運動の一環としてプロジェクトの支

援により導入された５S 活動。ヘルスセンタ

ーにおける不要物品の整理、患者カルテのフ

ァイリングの改善等の成果を生んでいる。 

 

 

 

 

写真６ 

プロジェクトが開発したマニュアル・ガイド

ライン類、教育・啓蒙教材類。 

 

 

 

 

 

 

写真７ 

フェーズ１においてプロジェクトの支援によ

りジョージ地区に設置された有料公衆トイレ。

1 日 2000 円を超える収入があり、現在その収

益を住民ボランティア活動に還元する仕組み

が検討されている。 

 

 

 

写真８ 

調査団長及び保健省次官によるミニッツ署名。 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の背景と目的 

ザンビア共和国（以下、「ザンビア」と記す）は南部アフリカ地域に位置し、コンゴ民主共和国、タ

ンザニア、マラウィ、モザンビーク、ジンバブエ、ボツワナ、ナミビア、アンゴラと国境を接してい

る。752,612 平方キロの国土面積に、9,886 千人（2000 年国勢調査）の人口を擁する。行政的には、

９州（Province）72地区（District）から構成されている。2003 年の国民１人当たり総国民所得は、380

ドルである。 

ザンビアでは、周辺国と比して人口の都市化が進んでおり、都市人口比率は逓減傾向にあるものの、

2000 年で 36％の高水準となっている。特に、首都ルサカ市及び周辺地域における人口集中は著しく、

総人口の１～２割が同地域に居住している。その結果、都市貧困層が集まる未計画居住区（コンパウ

ンド）を中心に、環境衛生の悪化が深刻化している。高い人口密度、劣悪な環境衛生、健康リスクの

高い行動様式、不安定かつ弱い地域社会の結びつき、貨幣経済への高い依存等に特徴付けられる都市

貧困層の健康は、経済の停滞、HIV/AIDSの流行、その他感染症の突発的流行等の外的な変化に対して、

農村部貧困層以上に脆弱である。実際、1980 年代から 1990 年代にかけて子供の死亡率の上昇を経験

した際、絶対水準では農村部が一貫して都市部を上回っていたものの、都市部における上昇率は農村

部のそれを上回っていた（下表）。 

 

ザンビア：都市及び農村部における子供の死亡率の推移 

子供の死亡率（出生千対） 1985 年 1990 年 1995 年 

新生児死亡率（都市部）  32  32  31 

新生児死亡率（農村部）  47  39  35 

乳児死亡率（都市部）  78  92  77 

乳児死亡率（農村部） 116 118 103 

５歳未満児死亡率（都市部） 151 173 140 

５歳未満児死亡率（農村部） 201 205 182 
    

出所：CSO et al, ZDHS2001-2002, ZDHS1996, ZDHS1992. なお DHSによる属性別子供の死亡率の推計は、
調査時点からさかのぼる10年間の期間推計であるが、便宜上推計期間のほぼ中間点として表示。 

 

このような状況下実施された「ルサカ市プライマリーヘルスケアプロジェクト（協力期間：1997 年

３月 17 日～2002 年３月 16 日）」では、ルサカ市の未計画居住区の一つであるジョージ地区（推定人

口４万８千人）において、コミュニティ・ヘルス・ワーカー（Community Health Worker：CHW）、栄

養普及員（Nutrition Promoter：NP）等の住民ボランティアを主体とする包括的な子供の成長促進活

動（Growth Monitoring and Promotion Plus：GMP+）と、住民参加型環境衛生改善活動 （Participatory 

Hygiene and Sanitation Transformation：PHAST）を組み合わせ、都市貧困層を対象とするコミュニ

ティ主体のプライマリーヘルスケア・モデルを確立し、その結果、ヘルスセンターの混雑緩和、予防

接種率の向上、低体重児比率の減少、コレラによる死亡数の減少等、多くの成果が得られた。ザンビ

ア政府は、この成果を受け、活動を他地区にも拡大する新規プロジェクトの実施を日本政府に要請し、

調査の結果、日本政府は、ジョージ地区に加え、チャワマ（Chawama）、チパタ（Chipata）、カニャマ

（Kanyama）、ムテンデレ（Mtendere）、ンゴンベ（Ngombe）の各未計画居住区（推定人口 56 万７千人）

を対象とし、同様のアプローチによって５歳未満児の健康改善を目指す５年間のプロジェクト「ルサ
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カ市プライマリーヘルスケアプロジェクト（フェーズ２）」を、2002 年７月 15日に開始した。 

本件調査団は、同プロジェクト中間時点での実績（投入・活動実績、成果・目標達成度等）を確認

するとともに、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から分析を

行い、提言・教訓を取りまとめ、今後のプロジェクト運営の更なる改善を図るため、派遣されたもの

である。 

 

１－２ 調査団員の構成 

調査団員の構成及びそれぞれの団員の派遣期間は、下表のとおりである。なお、当初 NGO 連携団員

として予定していた、国内委員の１人である特定非営利活動法人アムダ理事長の菅波茂氏については、

ご本人の都合により、参加頂けなかった。 

 

団員氏名 担当業務 職位 派遣期間 

梅内 拓生 総括 国際医療福祉大学国際部長／大学院教授 2005.３.12-21 

鈴木  宏 公衆・衛生 新潟大学大学院教授、医歯学総合研究科国際感

染医学講座公衆衛生学分野 

2005.３.12-21 

瀧澤 郁雄 評価・計画 JICA人間開発部第三グループ保健行政チーム職

員 

2005.３.６-21 

畔上 尚也 評価・分析 アイ・シー・ネット（株） 2005.２.26-３.21 
    

 

１－３ 調査の日程 
調査団は、2005 年２月 26 日から３月 21 日まで派遣された。調査の日程は、概ね下表のとおりであ

る。 

 

期間 調査活動 

2005.２.27 畔上団員現地着 
2005.２.28-３.４ プロジェクト専門家及び C/P からのブリーフィング 

各種文献のレビュー 
主要関係者へのインタビュー 
フォーカスグループディスカッション 
プロジェクト活動視察等 

2005.３.７ 瀧澤団員現地着 
2005.３.７-３.11 主要関係者へのインタビュー 

ワークショップ開催準備 
ワークショップ開催（２日間） 
ミニッツ案作成 
プロジェクト活動視察等 

2005.３.13 梅内団長・鈴木団員現地着 
2005.３.14-３.18 JICAザンビア事務所協議・在ザンビア日本大使館表敬 

プロジェクト活動視察 
保健省及び LDHMT との協議 
中間評価報告書案作成 
合同調整委員会 
JICAザンビア事務所・在ザンビア日本大使館報告等 

2005.３.20 全団員現地発   

 



－3－ 

１－４ 対象プロジェクトの概要 
今回の調査において改訂がなされた新たな PDM（付属資料５）に基づく、本件プロジェクトの概要

は下表のとおりである。前フェーズで対象としたジョージ（George）に加え、チャワマ、チパタ、カ

ニャマ、ムテンデレ、ンゴンベの各未計画居住地区（コンパウンド）を対称に、2002 年７月 15 日か

ら 2007 年７月 14 日までの計画で実施されている。 

先方実施機関は、中央保健総局（Central Board of Health：CBoH）の下部機構であり、28 か所の

ヘルスセンターネットワークを通じてルサカ市内全域の公的保健サービスの提供を管轄する、ルサカ

郡保健管理チーム（Lusaka District Health Management Team：LDHMT）である。 

 

目標等 説明文 

プロジェクト名 ルサカ市プライマリーヘルスケアプロジェクト（フェーズ２） 

（プロジェクト ID：551-1117-E1） 

上位目標 効果的かつ持続的なコミュニティをベースとする保健活動の拡大により、

ルサカ市の５歳未満児の健康状態が改善される。 

プロジェクト目標 効果的かつ持続的なコミュニティをベースとする保健活動の確立により、

選ばれたヘルスセンター管轄地域の５歳未満児の健康状態が改善される。 

プロジェクト成果 1)コミュニティをベースとした子供の成長促進活動が強化される。 

2)コミュニティをベースとした環境衛生活動が改善される。 

3)５歳未満児向けのコミュニティ･リファーラル･サービスが強化される。 

4)コミュニティをベースとした保健活動を支援するために、LDHMT とヘルス

センターの計画・財務能力が強化される。 

5)コミュニティをベースとした保健活動の持続性を確保するために、住民

組織の管理能力が強化される。 
  

ルサカ市及び対象地区の地図については、付属資料１を参照。 
 

１－５ 調査の方法 

プロジェクト作成の各種報告書（プロジェクト実施運営総括表、各種調査・活動報告書）のレビュ

ーを通じて定量的な実績の確認を行うとともに、現場視察、主な関係者に対するインタビュー調査及

び２日間のワークショップ開催を通じて定性的な情報を幅広く収集・分析し、調査団内での検討及び

先方との協議を経て PDM・PO の改定案を含む評価報告書のドラフトを作成した。さらに、プロジェ

クト合同調整員会を開催し、同ドラフトの内容確認を行い、最終的に双方が合意した中間評価結果と

して取りまとめた。 

なお、本プロジェクトでは、モニタリング・評価指標が PDMにおいて明確に定義され、その収集・

分析についても、プロジェクト活動に明確に組み込まれている。具体的には、プロジェクト目標の達

成度指標（全４指標）については、原則として保健省が有する保健情報管理システム（Health 

Management Information System：HMIS）による報告値（2002 年がベースライン、2004 年が中間時、

2006 年が終了時）を用い、プロジェクト成果の達成度指標（全 20 指標）については、主として各対

象コンパウンド（全６か所）から 500 ずつ不作為抽出により選定された５歳未満児を有する世帯（全

3,000 世帯）に対するインタビュー調査により収集することとしている（2003 年２～３月にベースラ

イン調査、2004 年 10 月に中間時調査を実施。終了時調査は 2006 年後半に実施予定）。 
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今回調査における定量的評価については、事前にプロジェクト側により整理されたそれらデータに

全面的に依存しており、観察された変化の統計的な有為性の検証までは行っていない。評価指標一覧

については、下表のとおり。 

 
評価指標 定義 収集方法 

目標指標   

５歳未満児の下痢症

（血性・非血性）罹患率 *1 

当該１年間に保健所を訪れ下痢症（血

性・非血性）と診断された５歳未満児数

（×1,000）／当該保健所管轄地区におけ

る同年の５歳未満児推定総数 

保健管理情報システム 

開始時：2002 年 

中間時：2004 年 

終了時：2006 年（予定） 

 

５歳未満児の麻疹罹

患率 

 

当該１年間に保健所を訪れ麻疹と診断され

た５歳未満児数（×1,000）／当該保健所管

轄地区における同年の５歳未満児推定総数 

 

同上 

５歳未満の栄養不良

児比率 

当該１年間に保健所を訪れ栄養不良と診断

された５歳未満児数（×1,000）／当該保健

所管轄地区における同年の５歳未満児推定

総数 

同上 

 

成果１指標 

  

体重測定参加５歳未

満児における低体重

児比率 

体重が標準成長曲線の下限以下として当該

１年間に保健所に報告された５歳未満児数

／当該保健所管轄地区において同年に体重

測定に参加した５歳未満児総数 

同上 

予防接種完了率(1) 12～23 か月児で調査時点までにすべての予

防接種（BCG、三種混合３回、ポリオ３回、

麻疹）完了している児童数／調査対象世帯

に居住するすべての 12～23 か月児童数 

サンプル調査（3,000 世帯）

開始時：2002 年２～３月 

中間時：2004 年 10 月 

終了時：2006 年（予定） 

予防接種完了率(2)*2 ５歳未満児で満１歳までにすべての予防接

種（BCG、三種混合３回、ポリオ３回、麻疹）

完了している児童数／調査対象世帯に居住

するすべての５歳未満児数 

同上 

体重測定参加頻度*3 調査対象世帯に居住するすべての５歳未満

児の、満２歳までに体重測定に参加した回

数の平均値 

同上 

適切な離乳食の普及*4 ６か月以上５歳未満児童のうち、最も幼い

児童に対して、６か月以降に母乳以外の離

乳食を与えた養育者数／６か月以上５歳未

満児童を有する調査対象養育者の総数 

同上 
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栄養不良予防の適切

な知識を持つ養育者

の割合 

３つの栄養不良予防方法（バランスの取れ

た食べ物、定期的な食事、毎月の成長確認）

のうち、２つ以上回答した養育者数／調査

対象養育者の総数 

同上 

下痢症予防の適切な

知識を持つ養育者の

割合 

４つの下痢症予防方法（安全な水の飲用、

適切な方法での手洗い、トイレでの排泄物

の適切な処理、食物の適切な調理・保存）

のうち、２つ以上回答した養育者数／調査

対象養育者の総数 

同上 

 

成果２指標 

  

安全な水へのアクセ

スを持つ世帯の割合 

安全な水へのアクセスを有すると回答した

世帯数／調査対象世帯の総数 

同上 

飲料水を煮沸、塩素消

毒により安全にする

世帯の割合 

飲料水を煮沸、塩素消毒すると回答した世

帯数／調査対象世帯の総数 

同上 

汚染を防ぐため飲料

水を適切に保存する

世帯の割合 

飲料水を適切に保存すると回答した世帯数

／調査対象世帯の総数 

同上 

ごみを適切に処理す

る世帯の割合 

ごみ箱、ごみ収集箱を使って、ごみを適切

に処理すると回答した世帯数／調査対象世

帯の総数 

同上 

適切な手洗いを励行

する世帯の割合 

推奨されている手洗い方法（石鹸及び流水

使用）で手を洗うと回答し、かつ石鹸の保有

が確認できた世帯数／調査対象世帯の総数 

同上 

トイレを使う世帯の

割合 

トイレを使うと回答した世帯数／調査対象

世帯の総数 

同上 

 

成果３指標 

  

危険な症状を認識し

た場合、直ちに保健医

療施設へ子供を連れ

て行く養育者の割合 

危険な症状を認識した場合、直ちに保健医

療施設へ子供を連れて行くと回答した養育

者数／調査対象養育者の総数 

同上 

 

成果４指標 

  

2005年以降のGMP+と

PHAST への予算配分

（1） 

2005 年以降、LDHMTによって作成される各

年の優先活動計画上での、GMP+と PHAST

への予算配分の有無 

作成された優先活動計画

（2005 年以降各年） 
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2005年以降のGMP+と

PHAST への予算配分

（2） 

当該年に対象ヘルスセンターが計画した

GMP+及び PHAST に関連する活動のうち、

当該会計年度末までに LDHMT より予算配

分がなされた活動数／当該年に対象ヘルス

センターが計画した GMP+及び PHAST に関

連する総活動数 

LDHMT 財務報告、ヘルス

センター収入・支出報告

（2005 年以降各年） 

2005年以降のGMP+と

PHAST への予算配分

（3） 

当該年に対象ヘルスセンターが計画した

GMP+及びPHASTに関連する活動について、

当該会計年度末までに LDHMT より配分が

なされた予算額／当該年に対象ヘルスセン

ターが計画した GMP+及び PHAST に関連す

る総活動予算額 

LDHMT 財務報告、ヘルス

センター収入・支出報告

（2005 年以降各年） 

2005年以降のGMP+と

PHAST の計画遂行状

況 

当該年に対象ヘルスセンターが計画した

GMP+及び PHAST に関連する活動のうち、

当該会計年度末までに各ヘルスセンターに

より実施された活動数／当該年に対象ヘル

スセンターが計画した GMP+及び PHAST に

関連する総活動数 

ヘルスセンター収入・支出

報告（2005 年以降各年） 

 

成果５指標 

  

CHWとNPの中途脱退

の割合 

調査時点に活動している CHWと NPの総数

／プロジェクト期間を通して養成された

CHWと NP の総数 

CHW及び NP登録 

開始時：前フェーズプロジ

ェクトの累積脱退率 

中間時：今フェーズ開始時

から中間評価実施時までの

累積脱退率 

終了時：今フェーズ開始時

から終了時評価実施時まで

の累積脱退率 

コミュニティ・バスケ

ットファンドの稼動

状況 

コミュニティ･バスケットファンド委員会

に監督され、利益を生み出している収入創

出活動の総数 

コミュニティ・バスケットフ

ァンド委員会報告（2006年）

   
*１：プロジェクトで支援する環境衛生の改善や、行動変容（安全な水の適切な利用、手洗いの励行等）によって、よ

り大きな予防効果が期待できるのは血性下痢であるため、今回調査時より２つに指標が分けられた。 

*２：現状では、５歳未満児すべてが対象となっているが、より調査時点に近い時点の予防接種率を得るためには、予

防接種完了率（1）と同様、12～23 か月児に対象を限定することが望ましい。ただし、限定した場合のサンプル

数の妥当性については、別途考慮が必要である。 

*３：現状では、５歳未満児すべてが対象となっているが、より調査時点に近い時点の体重測定への参加頻度を得るた

めには、24～35 か月児に対象を限定して満２歳までの参加回数の平均値を取るか、12～23 か月児に対象を限定し、

満１歳までの参加回数の平均値を２倍して推定することが望ましい。ただし、限定した場合のサンプル数の妥当

性については、別途考慮が必要である。 

*４：参照期間をより明確にするためには、６～18 か月児（あるいは、予防接種率に合わせて 12～23 か月児）に対象

を限定することも考慮できる。ただし、限定した場合のサンプル数の妥当性については、別途考慮が必要である。 
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第２章 調査の結果 
 

２－１ プロジェクトの投入実績 
本プロジェクトでは、プロジェクト開始時から中間評価実施時点までに、日本側より、長期専門家

延べ６名（中間評価調査実施時に派遣中の専門家は５名）、短期専門家 12名、研修員受入れ 16 名、機

材供与 24.5 百万円、ローカルコスト負担（現地活動費）56.8 百万円、総額約 364 百万円の投入がな

された。他方、ザンビア側からは、カウンターパート延べ 50 名（中間評価調査実施時に配置中のカウ

ンターパートは 40名）の配置、施設建設時の土地提供、一部の機材購入、ローカルコストの負担等の

投入がなされているが、金額ベースでの投入規模は不明である。 

プロジェクト開始時（2002 年７月）から、本件調査実施時（2005 年３月）までの期間中に派遣され

た長期・短期専門家の分野構成、氏名、派遣期間は、下表のとおりである。専門家派遣実績の詳細に

ついては、付属資料４参照。 

 

長期専門家派遣実績 

指導分野 専門家氏名 派遣期間 

チーフアドバイザー 長倉  孝 2002/7/24-2004/7/23 

同上 八林 明生 2004/8/13-2006/8/12 

業務調整 佐々木 諭 2002/7/15-2005/4/1 

 同上 藤野 康之 2005/2/26-2007/7/15 

地域保健 五十嵐久美子 2002/7/15-2005/6/30 

保健計画マネージメント 圓山 誓信 2003/5/1-2005/7/31 
   

 

短期専門家派遣実績 

年度 人数 指導分野（氏名） 

2002 3 小児保健（鈴木宏）、モニタリング・評価（鈴木修一）、参加型

手法（藤野康之） 

2003 5 GIS 操作指導（杉田明弘）、保健衛生事情調査（稲岡恵美）、環

境衛生（大野伸子）、小児保健（中野博之）、視聴覚教材（前川

朝康） 

2004 4 組織マネージメント（半田裕二朗）、地域保健教材作成（徳村

朝昭）、小児保健（鈴木宏）、環境衛生（木下真絹子） 
   

 

プロジェクト開始時から、本件調査実施時までの期間中に本邦に受け入れたカウンターパート研修

員の分野構成、氏名、受入期間は、下表のとおりである。研修員受入実績の詳細については、付属資

料４参照。 
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研修員受入実績 

年度 人数 研修分野 

2002 2 地域保健のための行政政策（２名） 

2003 4 母子保健指標改善対策 II、保健衛生政策向上セミナー、

地域保健のための行政政策、地域保健指導者 

2004 10 女性のための食物栄養改善、マルチメディア教材作成

（２名）、地域保健（３名）、地域保健のための情報処

理解析、地域保健指導者、保健行政、地域保健行政 
   

 

プロジェクト開始時から、本件調査実施時までの期間中に供与した機材の概要は、下表のとおりで

ある。機材供与実績の詳細については、付属資料４参照。 

 

機材供与実績 

年度 金額(千円) 主な機材 

2002 3,095 コピー機、コンピューターソフト、地理情報システム、

体重計、簡易テント、自転車等 

2003 13,747 GIS 基盤データ、車両、印刷機、製粉機、水質検査キ

ット、ヘルスポスト用機材等 

2004 7,670 車両、製粉機、地理情報システム、コンピューター及

びソフト、プロジェクター等 
   

 
プロジェクト開始時から、本件調査実施時までの期間中に支出した現地活動費の概要は、下表のと

おりである。現地活動費実績の詳細については、付属資料４参照。 

 
現地活動費実績 

年度 金額(千円) 主な活動 

2002 10,670 ベースライン調査、GMP+・PHAST推進活動等 

2003 23,073 GMP+・PHAST推進活動、コレラ予防活動、コミュニ

ティホール建設等 

2004 23,066 GMP+・PHAST推進活動、コレラ予防活動、中間評価

調査等 
   

 
２－２ ５項目評価 

 (1) 妥当性 

 対象地域（ルサカ市の未計画居住区）・対象グループ（５歳未満児）のニーズ、ザンビア政府

及びルサカ地区保健管理チームの政策的優先課題との合致、「住民ボランティアを主体とするコ

ミュニティベースの包括的子供の成長促進活動（GMP+）」と、「住民参加型環境衛生改善活動

（PHAST）」を組み合わせたアプローチの有効性、日本政府の対ザンビア援助政策との一致とい

う観点から、プロジェクトの実施は妥当と考えられる。特に、「住民ボランティアを主体とする

コミュニティベースの包括的子供の成長促進活動（GMP+）」と、「住民参加型環境衛生改善活動
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（PHAST）」を組み合わせたアプローチは、都市貧困層を対象とするプライマリーヘルスケアの

実践例として、モデル性は高い。 

 ルサカ市は、360 平方キロメートルに約 156 万人が居住する都市で、ザンビアで最も人口密度

が高く（１平方キロメートル当たり 4,329 人）、人口増加も続いている。統計上は、ルサカ市を

含むルサカ州住民の 90％が水道を利用しているが、ルサカ市未計画居住区（コンパウンド）で

は、安全な水に対するアクセス不足のため、2003年から2004年にかけてコレラが流行している。

適切なトイレ施設の利用率は低く、コンパウンド住民の多くが、従来型のおとし便所（pit 

latrine）を使っている。換気改良型トイレ（ventilated improved pit latrine）も使われてい

るが、その数は少ない。定期的なごみ回収率は低く、ルサカ州全体で 5.9％である。このような

環境衛生状況は、住民の健康状態に悪影響を及ぼしている。プロジェクトは、ルサカ市の中でも

特に環境の良くない６つの未計画居住地区（コンパウンド）を対象地域として選択しており、プ

ロジェクト対象地域として適切である。 

 コンパウンドの住民の中でも、５歳未満児は健康面で最も脆弱なグループの一つである。５歳

未満児の主要疾病発生率は、５歳以上人口に比して非常に高い。また、ザンビアにおける５歳未

満児死亡率は出生千対 168（1997-2001 年の期間推計）であり、多くの子供が幼少時に死亡して

いる。さらに、1980 年代から 1990 年代にかけて子供の死亡率の上昇を経験した際、絶対水準で

は農村部が一貫して都市部を上回っていたものの、都市部における上昇率は農村部のそれを上回

っていた（前掲表）。これらから、都市貧困層の５歳未満児は、プロジェクト対象グループ（最

終受益者）として妥当といえる。 

 国家保健戦略計画（2001-2005）は、公衆衛生優先分野を①マラリア、②エイズ・性感染症、

③性と生殖に関する健康、④子供の健康、⑤精神衛生・口腔衛生、⑥環境衛生監視・伝染病防止

の改善、⑦安全な水・衛生の促進としている。本件プロジェクトは、このうち④子供の健康、⑥

環境衛生監視・伝染病防止の改善、⑦安全な水・衛生の促進に貢献するものである。よって、プ

ロジェクトの目標は、国家保健戦略・政策で特定されている優先課題と一致しているといえる。 

 また、LDHMT 策定のルサカ市保健戦略計画（2004-2006）は、①ルサカ市で蔓延している疾

病の被害を減らす、②性と生殖に関する健康の悪化を減らす、③ルサカ市保健サービス提供シス

テムにおける保健管理・統治機構を改善する、を目標として掲げているが、①については、プロ

ジェクトが推進する「包括的子供の成長促進活動（Growth Monitoring Programme Plus： GMP+）」

と「住民参加型環境衛生改善活動（Participatory Hygiene and Sanitation Transformation：

PHAST）」が具体的な戦略として掲げられている。また、プロジェクトは、③と関連するルサカ

LDHMTと各ヘルスセンターの計画・財務能力強化も支援している。 

 疾病の 80％はコミュニティ、保健センターレベルで対処できるため、ザンビア政府は、コミ

ュニティ活動を強調した｢基礎保健医療パッケージ｣を推進しており、プロジェクトのターゲット

は適切である。また、プロジェクトが対象とする都市貧困層は、高い人口密度と不適切なインフ

ラ整備・不十分な社会サービスに起因する環境衛生の悪化が健康に与える影響が大きいのが特徴

であり、「包括的子供の成長促進活動（Growth Monitoring Programme Plus：GMP+）」と「住民

参加型環境衛生改善活動（Participatory Hygiene and Sanitation Transformation：PHAST）」

を組み合わせた健康増進アプローチのモデル性は高い。 

 さらに、いずれの活動においても、地域から選出される住民ボランティアと、地域における公

的保健医療サービス（予防・治療）の提供者であるヘルスセンター職員を活動の中心に据え、住
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民組織の積極的な参加を促しており、コミュニティの主体性と行政によるサポートを適切に引き

出している。別途実施済み・実施予定の無償資金協力による社会インフラ整備ともあいまって、

相乗的な効果の発現が期待できる。 

 日本政府は、対ザンビア援助の優先開発課題を、①貧困削減、②経済の構造改革、③人材･制

度開発、④環境保全・自然災害対策としている。貧困削減には、①保健医療サービスの強化

（HIV/AIDS、費用効率の高いサービス、栄養改善、水へのアクセス改善）と②農村･都市地域の

バランスの取れた開発の実現と直接的な手段による都市環境改善が含まれている。人材開発では、

優先分野の一つとして効率的な政府の機能もあげられている。本件プロジェクトは、これら優先

課題のうち、保健医療サービスの強化、都市環境の改善、及び効率的な政府行政に一部貢献する

ものである。 

 

 (2) 有効性 

 プロジェクト目標である５歳未満児の健康改善に関しては、大きな前進が確認された。プロジ

ェクト対象地域における５歳未満児の下痢症（血性・非血性）罹患率、栄養不良児の比率に関し

ては、2002 年から 2004 年にかけて約 50％の低下が見られ、麻疹の罹患率については 90％以上

の低下が見られた。 
 

※ベースライン値及び中間実績値は、各保健所からの報告（HMIS：Health Management Information System）デ

ータによる。終了時目標値は、ワークショップを通じて地区ごとに制定された値の平均値。 

※終了時目標のカッコ内は、今回改定前の目標値。 

 

 下痢症罹患率及び低体重児比率の低下については、飲料水の煮沸消毒・塩素消毒の普及、汚染

を防ぐ飲料水の適切な保管、手洗いの励行等、プロジェクト活動を通じた家庭レベルでの行動変

容が下痢症罹患率の低下に貢献し、下痢症罹患率の低下が、GMP+及びコミュニティリファーラ

ルを通じた栄養・成長促進活動とあいまって、低体重児比率の低下につながったものと理解され

る。 

 成果２の「コミュニティをベースとした環境衛生活動が改善される」の確認指標である、飲料

水の煮沸・塩素消毒の普及率、汚染を防ぐ適切な飲料水保管方法の普及率、適切な手洗いの普及

率や、成果１の「コミュニティをベースとした子供の成長促進活動が強化される」の確認指標で

ある満 24 か月までの体重測定参加平均回数や、満６か月以降の適切な離乳食の導入、栄養不良

効果（目標達成度）指標 ベースライン

（2002） 

中間 

実績 

（2004）

終了時目標（2006）

 

５歳未満児における下痢症（非血性）罹患率

（対千） 

682.2 349.9 218.2 

（189.4） 

５歳未満児における下痢症（血性）罹患率 

（対千） 

25.9 14.1 9.5 

（N/A） 

５歳未満児における麻疹罹患率（対千） 18.2 1.4 0.6 

（7.1） 

５歳未満の栄養不良児比率（対千） 72.4 32.8 24.0 

（40.8） 
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予防の適切な知識を持つ養育者の割合については、着実な増加・改善が確認されている。また、

成果３の「５歳未満児向けのコミュニティ･リファーラル･サービスが強化される」についても、

危険な症状を認識した際、直ちに保健医療施設へ子供を連れて行く養育者の割合は、着実に増加

している。 
 

※ベースライン値及び中間実績値は、５歳未満児を有する家庭（各地区 500 世帯）を対象にプロジェクトが実施

したサンプル調査（2002 年２～３月及び 2004 年 10 月）による。ただし、標準成長曲線下限を下回る５歳未

満児の比率のみ、各保健所からの報告（HMIS）データによる。 

※終了時目標値は、ワークショップを通じて地区ごとに制定された値の平均値。終了時目標のカッコ内は、今回

改訂前の目標値。 

※▲は、改善が見られなかった（悪化した）指標を示す。 
 

※ベースライン値及び中間実績値は、５歳未満児を有する家庭（各地区 500 世帯）を対象にプロジェクトが実施

したサンプル調査（2002 年２～３月及び 2004 年 10 月）による。 

※終了時目標値は、ワークショップを通じて地区ごとに制定された値の平均値。終了時目標のカッコ内は、今回

改訂前の目標値。  

成果指標（成果１） ベースライン

（2002） 

中間実績 

（2004） 

終了時目標（2006） 

 

標準成長曲線下限を下回る（低

体重）５歳未満児の比率（％） 

14.8 12.3 9.3 

（11.1） 

12～23 か月児における調査時点

までの予防接種完了率（％） 

71.2 63.8▲ 79.0 

（86.5） 

５歳未満児における満１歳まで

の予防接種完了率（％） 

58.9 56.0▲ 79.2 

（78.8） 

５歳未満児における満24か月ま

での体重測定参加平均回数 

14.6 15.6 19.2 

（20.0） 

満６か月以降に母乳以外の離乳

食を与えた５歳未満児養育者比

率（％） 

49.9 56.6 67.4 

（63.6） 

栄養不良予防の適切な知識を持

つ５歳未満児養育者の割合（％） 

32.4 42.1 53.6 

（53.2） 

下痢症予防の適切な知識を持つ

５歳未満児養育者の割合（％） 

46.2 34.8▲ 51.6 

（63.2） 
  

成果指標（成果２） ベースライン

（2002） 

中間実績 

（2004） 

終了時目標（2006） 

 

安全な水へのアクセスを持つ世

帯の割合（％） 

85.7 86.2 90.9 

（90.0） 

飲料水を、煮沸・塩素消毒によ

り安全にする世帯の割合（％） 

72.3 86.2 84.0 

（84.0） 

汚染を防ぐため飲料水を適切に

保管する世帯の割合（％） 

47.3 53.8 64.8 

（64.8） 

ごみを適切に廃棄する（ごみ収

集箱等）世帯の割合（％） 

63.1 64.3 72.8 

（72.8） 

適切な手洗い（石鹸・流水の使

用）を励行する世帯の割合（％） 

13.6 28.7 40.8 

（28.1） 

トイレを使う世帯の割合（％） 86.7 88.2 91.6 

（90.8） 
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※ベースライン値及び中間実績値は、５歳未満児を有する家庭（各地区 500 世帯）を対象にプロジェクトが実施

したサンプル調査（2002 年２～３月及び 2004 年 10 月）による。 

※終了時目標値は、ワークショップを通じて地区ごとに制定された値の平均値。終了時目標のカッコ内は、今回

改訂前の目標値。 

 

 麻疹の劇的な低下については、2003 年７月に政府が実施した全国予防接種キャンペーンによ

る予防接種率の一時的な上昇が直接的な要因であると見られるが、ルサカ地区においては、GMP+

により確立されたコミュニティレベルの組織体制が、同キャンペーンのより効果的な実施を可能

にし（同キャンペーンでは、戸別訪問による接種ではなく、集落内の該当児童を１か所に集めて

接種する方法が採用されたが、その際に、GMP+の定期的な実施で構築されたコミュニティレベ

ルの実施体制が転用できた）、間接的に貢献したと判断される。 

 このように、本プロジェクトについては極めて高い有効性が確認されたが、予防接種率（及び

下痢症予防の適切な知識普及率）については、悪化が認められる。予防接種については、有資格

者でない健康ボランティアでは提供できないことから、GMP+の現場にヘルスセンターの職員が

出向いて、サービスを提供することになっているものである。コミュニティレベルの活動（GMP+、

PHAST を通じた行動変容）が全体的に向上する一方で、予防接種率の低下が見られるというこ

とは、住民レベルのコミットメントに行政側が応えられていないということであり、コミュニテ

ィ活動への行政支援を標榜する本プロジェクトとしては、看過できない。 

 

 (3) 効率性 

 プロジェクトによる投入及び活動は、概ね効率的にプロジェクト成果の実現及びプロジェクト

目標の達成に貢献しているものと判断される。カウンターパート機関である LDHMT 及びヘルスセ

ンター職員の能力向上により、彼等主体による活動運営（ボランティア養成研修の企画・実施等）

が可能になってきている。ルサカ地区では、多くのドナーによる支援が行われているが、それら

との協調・役割分担も図られている。具体例では、ルサカ地区の未計画居住区を対象に本プロジ

ェクトと類似の活動を展開する NGO（CARE）とは、プロジェクトが設立を支援した「子供の健

康タスクフォース」等の場を通じて効率的な役割分担がなされた。プロジェクトで養成した健康

ボランティア（Community Health Worker：CHW 及び Nutrition Promoter：NP）に関しては、

「ザンビアの平均としては極めて高い定着率」（LDHMT シンカラ局長）と考えられるが、選定

条件を明確にしたことが、脱退率の低下（38％→24％）に一部貢献しているものと判断される。 

 他方、LDHMT 及びヘルスセンターにおける人材不足及び活動予算の不足は、コミュニティに

おける活動の効率的実施の妨げとなっている。コミュニティでの GMP+開催時にはヘルスセンタ

ー職員が参加し、巡回指導を行うとともに予防接種を提供することとされているが、ヘルスセン

ターにおける人員不足から参加の遅れや欠席につながり、GMP+への参加者の増加が、予防接種

率の改善に結びついていない。また、ワクチンの損失を防ぐため、10 人以上の子供が揃わない

とバイアルを開けてはならない（特に、比較的高価な DTP-Hib）とする政府のガイドラインが、

成果指標（成果３） ベースライン

（2002） 

中間実績 

（2004） 

終了時目標（2006） 

 

危険な症状を認識した際、直ち

に保健医療施設へ子供を連れて

行く養育者の割合（％） 

35.3 44.4 64.0 

（49.9） 
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接種率の低下につながっているとの指摘もあった。ボランティア養成研修費用の不足や、GMP+

巡回指導費用（ヘルスセンター職員への日当）の不足が、GMP+の開催場所増加の制約要因とな

っており、参加者が増加するにつれ１か所当たりの開催時間が長時間化し、それがボランティア

からの不満（金銭的インセンティブの要求）の大きな原因の一つとなっている。金銭的インセン

ティブの検討に合わせ、それぞれのサイトにおける GMP+運営の効率化を図る（受診者のフロー

ラインの見直し等）ことも、検討の余地があるものと思われる。 

 

 (4) インパクト 

 プロジェクトにより開始された活動は、LDHMTの独自予算等によりプロジェクト対象地域以

外にも拡大されており、プロジェクト上位目標の達成につながっていくことが期待される。栄養

普及員（NP）の養成に関してはプロジェクト対象外の５地区で、環境衛生技師（EHT）を対象

とする PHAST 研修については LDHMT が管轄するすべてのヘルスセンターに対して、それぞれ

実施されており、GMP+についてはプロジェクト対象外の３地区で導入されている。PHASTにつ

いては、中央保健総局（CBoH）により国家政策に取り込まれ、プロジェクトで整備したマニュ

アルを用いた指導員研修が、UNICEFの支援により他の州でも実施されている。 

 また、2003 年 12 月から 2004 年２月にかけてのコレラ流行時にプロジェクトが支援した疫学

調査及び対策活動の経験を基に、コレラ予防・対策委員会が設置され、包括的コレラ予防・対策

ガイドラインのドラフトが作成されている。 

 

 (5) 自立発展性 

 プロジェクト活動の主な部分がボランティアにより支えられているため、自立発展性の確保に

ついては、プロジェクトにおいても特に注意が払われてきた部分であり、コミュニティレベル（所

得創出活動を通じて得た収入によるコミュニティ・バスケットファンドの創出）と行政レベル

（LDHMT 活動計画の中での明確な優先付け、計画に基づく予算措置）双方での仕組みづくりに

取り組んでいるが、具体的成果の発現はこれからである。コミュニティレベルにおける活動の定

着度は高く、GMP+への参加者や、PHASTに基づく環境衛生改善活動は、対象地域において着実

に拡大しつつある。LDHMT 及びヘルスセンター職員の能力向上も顕著であり、ボランティア養

成研修等、彼等が主体となって実施できるまでになっており、技術的な自立発展性は既にある程

度確保されているものと判断される。また、PHAST については、CBoH 主導により既に他州へ

も展開されつつある。 

 他方、LDHMT 及びヘルスセンターにおける人材不足及び活動予算の不足は、対象地域内にお

ける自立発展性に対する最大のリスクとなっている。LDHMT では必要とされる専門職定員

1,484 名中、1,198 名が充足されているに過ぎない。特に、医師、準医師、看護師、助産師等、

地域保健の中核となる職種において実員と定員の乖離は大きく、2004 年１年間では、平均して

月６名の看護師が退職している。その最大の原因は、海外への人材流出である。コミュニティレ

ベルの活動が継続し、子供の健康改善にまで結びつくためには、LDHMT及びヘルスセンターに

よる技術指導・支援が不可欠であり、それを担う人材の不足は深刻な課題であるが、短期的には

改善の見通しはない。LDHMTの歳入規模は、中央政府から配布される人件費及び基礎的医薬品

にかかる経費を除くと、年間 114.7 億クワチャ（2002 年。約 2.6 億円）であり、うち 84％をド

ナーから提供されるディストリクト・バスケット・ファンドからの資金に依存している。プロジ
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ェクト活動の自立発展性確保のためには、コミュニティレベルで活動を支えるボランティアへの

金銭的なインセンティブの付与（その妥当性については、継続検討要）、脱退者を補充するため

の定期的ボランティア養成研修の開催、GMP+に対する活動支援・モニタリングのためのヘルス

センター職員への日当支給、GMP+に必要となる消耗品類及び機材類の補充、PHAST ワークショ

ップの開催、PHAST に基づく環境衛生改善活動展開のための資材補助等に必要な経常経費を、

LDHMTが自らの予算制約の中から確保していく必要がある。必要経費は決して過大なものでは

ないが、その実現可能性については不安が残る。 

 

２－３ 効果発現に貢献した要因及び問題を惹起した要因 

 (1) 効果発現に貢献した要因 

 効果発現に貢献した要因としては、第１に、フェーズ１の結果を踏まえ、受益者（ルサカ市の、

環境衛生の劣悪な未計画居住区に住む都市部貧困層。特に、栄養不良と環境衛生が健康に与える

影響が大きい５歳未満児）のニーズを的確に捉えた、コミュニティを主体とする明確な戦略（GMP+

と PHAST の組み合わせ）を採用したことがあげられる。GMP 及び PHAST は、プロジェクトが

独自に生み出したものではないが、既存のプログラムの中からポテンシャルがあるものを取り上

げたアプローチが、ザンビア側にも無理なく受け入れられる要因となったものと考えられる。ま

た、使う側の視点に立ってマニュアルやガイドラインを整備し、トレーニングを行い、実際にコ

ミュニティにおける事業実施を通じて問題解決・改善を行う等、概念論ではなく、実際の活動を

通じて関係者の能力向上を進めてきたところに、既存のプログラムに依拠しながらも、目覚しい

成果をあげることができた要因があると考えられる。 

 第２に、上述したコミュニティを主体とする戦略を実施するに際して、一方ではコミュニティ

の連帯意識や活力を引き出しつつ、他方では行政による支援を引き出すことにも配慮したことが

あげられる。GMP+の主たる担い手は、健康ボランティアであり、その開催場所も保健施設では

なく、コミュニティの中に設けられている。また、PHAST に基づく環境衛生活動（換気改良型

トイレや排水溝の建設、ごみ収集等）については、現状分析から事業の選定・実施まで、すべて

住民組織である環境衛生委員会が主体となって実施されている。他方、LDHMT及びヘルスセン

ターは、GMP+の指導監督、GMP+サイトでの予防接種サービスの提供、環境衛生委員会の指導

監督、環境衛生活動における技術面での支援を担っている。それぞれに問題点がないわけではな

いが、住民（下からのアプローチ）と行政（上からのアプローチ）の効果的な連携がなされた一

つの事例として捉えることができる。 

 その他の効果発現に貢献した要因としては、フェーズ１にもかかわった、現地の事情に詳しく

コミュニティレベルでの活動経験が豊富な専門家を投入したこと、フェーズ１での協力を通じて

C/P 側の能力向上が見られ、活動の一部については C/P 主体によるオペレーションが可能とな

ったこと、合同調整委員会の他に、ステアリング委員会、ステークホルダー会議、タスクフォー

ス会議等、中央政府を含む広範な関係者がプロジェクト運営にかかわるメカニズムを構築し、有

効活用したこと、プロジェクト目標及び成果ごとに具体的かつ収集可能なモニタリング指標を設

定し、データ収集のためのサンプル調査をプロジェクト活動に組み込み、達成度や問題点の客観

的な把握を可能としたことなどがあげられる。 
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 (2) 問題を惹起した要因 

 問題を惹起した要因としては、第１に、LDHMTの予算及び人員の不足から、コミュニティ活

動に対する行政側からの支援が必ずしも十分になされていないことがあげられる。この点は、上

述したように、GMP+が拡大し、体重測定への参加者数や参加回数は増加しているにもかかわら

ず、GMP+サイトにおいてヘルスセンター職員が提供することになっている予防接種率は低下し

ていることに端的に現れている。また、GMP+サイト数の増加についても、１か所当たりの開催

時間を短縮し、ボランティアの不満を緩和するためには必要であると考えられるが、ボランティ

ア養成にかかる研修費用の不足や、巡回指導費用（ヘルスセンター職員の日当）の不足等、LDHMT

側の制約によって実現できない状況である。本件は、全体的には、住民（下からのアプローチ）

と行政（上からのアプローチ）の効果的な連携がなされた一つの事例と捉えられるが、更なる行

政側の努力を引き出すことが必要であると考えられる。 

 また、他ドナーの支援により養成されたものと合わせ、同一コミュニティの中に、役割や待遇

の異なる様々な住民ボランティアが混在し、ボランティア側の不満の原因になるとともに、それ

ぞれの住民組織間の調整が複雑になってきていることも、問題点としてあげられる。ルサカ市に

おいては、民主化・住民参加の理念を反映した動きと、政府部門の資金・人材不足という現実的

な問題への対処の双方の観点から、様々な住民ボランティアの養成・活用が進められているが、

日当や謝金が支給されているボランティアもおり、その処遇については統一されていない。例え

ば、主として HIV 感染予防のための啓蒙教育を行うピア・エデュケーターは、プロジェクトが

養成したコミュニティ・ヘルスワーカーと役割が一部重複するが、彼らに対しては謝金が支払わ

れている一方で、プロジェクト養成のコミュニティ・ヘルスワーカーにはそのような支払いはな

い。ボランティア事業については、本来公的な制度の枠外にあるものであり、またそれぞれが担

当する業務範疇も異なるため、画一的な制度をあてはめることは困難であると思われるため、問

題は継続するものと考える。 

 環境衛生改善活動については、本プロジェクトのザンビア側実施機関である LDHMT の所掌業

務を超えた部分も発生する。しかしながら、直接のカウンターパート機関でない行政機構との調

整は往々にして困難を伴い、問題を惹起する要因となりがちである。例えば、ごみ収集は、本来

であればルサカ市役所（Lusaka City Council：LCC）の所掌業務であるため、PHAST アプロー

チに基づき、ごみ収集が優先課題として選定された場合には、LCC との調整がなされている。

そのなかで、LCC は市全体に導入しようとしている大型コンテナを用いたトラックでの巡回回

収方式を主張し、前フェーズにおいてジョージ地区で試みられた小型のごみ回収箱方式を認めな

いとの立場を取っている。しかしながら、その一方で LCC の責務である大型コンテナの各地区

への配備は遅々として進まず、結果として住民参加型で決定された優先活動が実施に移せない事

態を招いている。 

 

２－４ 教訓及び提言 

 (1) 教訓 

 住民ボランティアを主体とするコミュニティ･ベースの活動と、それら活動への行政による支

援を組み合わせたアプローチは、特に行政側の人的資源、その他資源に制約が大きい状況下にお

いて、有効性が高いと考えられる。本件は、住民（下からのアプローチ）と行政（上からのアプ

ローチ）の効果的な連携がなされた一つの事例と捉えることができる。しかしながら、住民レベ
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ルの取り組みと行政レベルの取り組みとを比較すると、行政レベルの取り組みがいまだ十分とは

いえず、本件が真の意味で「良い事例」となるためには、さらに行政からのサポートを強化する

ことが必要である。 

 本件による住民レベルでの取り組みから得られた成果は、一般的に、コミュニティ意識・社会

的ネットワークが希薄であると考えられる都市貧困層においても、コミュニティ・ベースの活動

を普及・定着させていくことが十分可能であることを示している。しかしながら、本件取り組み

を普遍的な事例として昇華するためには、プロセスの部分を分析し、都市貧困層コミュニティに

アプローチする場合の手順、注意事項、方法論等について、整理する必要がある。本件プロジェ

クトは、プロジェクト成果及び効果が数値化され把握されており、モニタリング・評価を内在化

させているという点で高く評価されるが、成果及び効果をあげていることが確認されているだけ

に、なぜそれが可能となったのかに遡って分析することが求められる。 

 本件プロジェクトが採用したアプローチは、「都市貧困層における地域社会としての価値観創

生（community value development）を軸とする開発」のモデルを提供するものであると期待さ

れるが、それが真にモデルとなり、保健分野の枠を超えて応用・活用されていくためには、上述

したプロセスの分析から教訓・提言を引き出すことが不可欠である。 

 なお、本件プロジェクトが採用した住民レベルでの活動は、健康ボランティアの献身に大きく

依存している。また、環境衛生改善活動については、住民自身の貢献（労働の提供等）も小さく

はないが、資材等を含めてすべてを住民負担とすることは期待できない。これらの状況に鑑み、

プロジェクトの成果及び効果を JICA による協力終了後も持続させていくためには、行政

（LDHMT）による予算措置が不可欠であると考えられる。予算措置を含む、プロジェクト活動

の「制度化」については、今後の進展を見守る必要があるが、LDHMTのように外部資源への依

存度が極めて高い状況下においては、プロジェクト成果の持続性確保のため、バスケットファン

ドなど、他ドナー資源の積極的活用も念頭に置く必要があると考えられる。 

 

 (2) 提言 

 調査団及びザンビア側によって承認されたミニッツに含まれている提言は、以下のとおりであ

る。 

 

提言先 提言内容 

ザンビア側に対して ・LDHMT 及びヘルスセンターにおける必要人員の確保にかか

る取り組みの強化が必要である 

 ・ボランティアに対するインセンティブ付与にかかる取り組み

の強化が必要である 

 ・GMP+開催・運営の効率性改善にかかる取り組みの強化が必要

である 

 ・コミュニティ活動（GMP+及び PHAST）継続のための資金協

力確保にかかる取り組みを開始する必要がある 

 ・環境衛生改善活動（ごみ処理）にかかるルサカ市役所との更

なる調整が必要である 

  



－17－ 

日本側に対して ・コミュニティ活動の持続性確保を支援するための投入（収入

創出活動支援、環境衛生活動支援に従事する専門家の投入）

が求められる 
   

 

 なお、ザンビア側からは、特に必要人員の確保（人件費及び人材養成費の工面）について、政

府としても最大限の努力をしているが、政府の努力だけでは現実問題として改善が困難であると

ころ、他ドナーが既に開始しているように、JICA 及び日本政府からも何らかの支援が得られな

いか、引き続き対話を続けたいとの要望があった。 

 本プロジェクトは、明確なプロジェクト戦略の基に初期の成果をあげており、その成果が評価

指標を用いて定量的にも確認されている優良プロジェクトである。また、保健分野での成功事例

のみならず、人間の安全保障、ミレニアム開発目標、環境・環境衛生、栄養・食糧安全保障等、

様々な切り口から成功事例と位置づけられる可能性を秘めている。その意味で、既に「良い事例」

の一つであるといえるが、その成果を普及していくためには、投入→活動→成果→効果というプ

ロセスを見つめ直し、なぜうまくいったのか、どこを注意する必要があるのか等、経験及び経験

から得られた教訓を、体系的に整理し、対外発信していくことが必要である。 



付 属 資 料 

 

１．プロジェクト対象地域地図 

２．ミニッツ 

３．評価グリッド 

４．プロジェクト作成の評価用資料 

(1) 投入実績及び活動実績 

(2) 評価指標（中間評価時実績） 

５．改訂 PDM（和文）及び PDM 改訂の経緯 
 
































































	表紙
	序文
	目次
	中間評価調査結果要約表
	位置図
	写真
	第１章　調査の概要
	1-1　調査団派遣の背景と目的
	1-2　調査団員の構成
	1-3　調査の日程
	1-4　対象プロジェクトの概要
	1-5　調査の方法

	第２章　調査の結果
	2-1　プロジェクトの投入実績
	2-2　５項目評価
	2-3　効果発現に貢献した要因及び問題を惹起した要因
	2-4　教訓及び提言

	付属資料
	１　プロジェクト対象地域地図
	２　ミニッツ
	PDM
	ANNEX
	1.Project Design Matrix Indicator List






